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#10-22 

【５月２２日～５月２８日】 

〔モルドバの報道をもとに作成〕 

平成２２年６月１日 

在ウクライナ大使館 
 

Ａ．主な動き 

 

１．内政 

▼憲法改正・選挙 

・２１日、共産党は、大統領選出に必要な議員数を縮小する

形での憲法７８条改正につき、現在の議会で改正する為の

政治合意に署名する用意があると発表。 

・２１日、ヴォローニン前大統領は、ＥＵがＡＥＩに甘く、対応

に原則を欠いていると非難。 

・２７日、フィラト首相は、国民投票を通じて憲法７８条を改正

し、また２０１０年秋に次の議会・大統領選挙を実施すべきと

発言。 

・２７日、ギンプ大統領代行は、国民も国家予算も憲法改正

国民投票、大統領・議会選挙及び２０１１年５－６月の地方選

挙という３回の選挙実施には耐えられないとコメント。 

▼共産党禁止問題 

・２５日、ミーシン共産党議員は、共産党シンボル（鎌と槌）の

禁止は共産党の支持者を強化させるだけと発言。ギンプ大

統領代行は５月、自らが設立した「全体主義共産党レジーム

に対する評価・糾弾委員会」の報告を受け、議会が右報告

書を採択すれば共産党のシンボルは法律上禁止されると発

言していた。 

・２５日、約５０人の共産党議員及び支持者が共産党シンボ

ル禁止に反対する抗議活動を実施。 

・２７日、ギンプ大統領代行は、共産党を非合法化する意向

を表明。 

▼その他 

・２１日、議会は手続規則を改定、独立議員の会派設立を可

能に。会派は５名以上の議員から構成される。 

・２６日、「学校における正教教育に関する法律」案が、国民

投票実施の署名集めのため、中央選挙管理委員会に登録。 

▼世論調査（モルドバ国民の選挙要望及び志向） 

[ＣＢＳ－ＡＸＡ（露プリズナーニエ基金）] 

・大統領の直接選挙に賛成：８０％ 

・大統領選出に関する憲法改正に賛成：３２％ 

・期限前議会選挙の迅速な実施に賛成：４６．５％ 

・直近の日曜日に議会選挙が実施された場合の支持率 

共産党３０％、自由民主党１４％、民主党１３．２％ 

・大統領選挙が直接投票で実施された場合の支持率 

ヴォローニン前大統領：２８％、ルプ民主党党首：２６％、フィ

ラト首相：１６％ 

・調査は４月２３日から５月３日にかけ、２０００名の成人を対

象に実施。 

▼世論調査 

[評価戦略研究所（ルーマニア）、東欧基金（モルドバ）] 

・大統領の一般投票による選出に賛成：７８％ 

・共産党案の憲法改正（議会過半数による大統領選出）に賛

成：３６％ 

・憲法改正に関する国民投票が実施された場合 

投票に参加する：４６％、参加しない：１５％ 

一般投票による大統領選出に賛成：４３％、憲法上の国語の

名称を変更すべき：２３％ 

・調査は４月３０日から５月９日にかけ、１５００名を対象に実

施。 

▼世論調査 
 ［公共政策研究所］ 

（議会選挙） 

・議会を解散すべき：２０．９％、憲法上解散せざるを得ない：

３１％ 

・議会選挙が必要になった責任の所在は 

共産党：３２％、ＡＥＩ：２６．３％ 

・次の日曜日に議会選挙が実施された場合の支持率 

共産党：２９．５％、自由民主党１９．２％、民主党：９．１％、自

由党：８．２％、決めていない：２２．２％ 

「我々のモルドバ」同盟：２．４％、社会民主党：２．２％、キリ

スト教民主人民党：１．３％、国民自由党：０．５％、中道党：０．

２％、欧州アクション運動：０．２％ 

・国の状況を改善できるのは 

共産党：３０．４％、自由民主党：１８．８％、民主党：８％、自

由党：８％ 

（国語問題） 

・国語は唯一であるべき：６４．１％、第２・第３公用語があっ

ても良い：３０．９％ 

・国語は「モルドバ語」と称するべき：６１．６％、「ルーマニア

語」と証するべき：３６．３％、別の名前をつけるべき：２．１％ 

・ロシア語の第２公用語化 

賛成：５４．１％、反対：３８．８％、どちらでも良い：７．１％ 

（正教教育） 

・正教教育に賛成：７７．１％、生徒個人が信仰に基づいて教

育される宗教を選択すべき：２０．８％ 

・正教教育を選択科目にすべき：５６．９％、必須科目にすべ

き：１３．８％ 

（ソ連・共産党） 

・ソ連の共産党レジームを肯定的に記憶：３６．６％、否定的

に評価：３４．１％、注意を払わない：２９．３％ 

・ソ連はモルドバ住民の強制移住に責任がある：６１．１％ 
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・調査は４月２６日から５月１４日にかけ、１１１５名の成人を対

象に実施。 

２．沿ドニエストル 

・２８日、レアンカ副首相兼外務欧州統合相は、露ラジオ「モ

スクワのこだま」において、モルドバは主権国家であり、沿ド

ニエストル地域からの露軍引き上げを求めていると発言。 

３．経済 

▼マクロ経済 

・２６日、国家統計局は、２０１０年第1四半期における産業生

産が対前年同期比５．５％増の４億９２６０万レイであったと発

表。 

・２６日、ロタル農業食品産業省参事官は、２０１０年第１四半

期におけるワイン製品の輸出額が対前年同期比２１．７％増

の３９５０万米ドルであったと発表。ＥＵ及びＣＩＳ向けは１７％

増、アメリカ、中国及びイスラエル向けは２．５倍。また、輸出

増は、ワイン・ブランデーの輸出規制解除及びアルコール

飲料瓶への国家商標表示の廃止が要因と説明。 

▼その他 
・２５日、国家電気通信情報規制局は、２０１０年第１四半期に

おける国内での携帯電話売り上げが７億６１４０万レイで対

前年同期比２２．６％増となったと発表。また、国内の携帯電

話保有者数は２７９万２０００人となり、普及率は７８．４％とな

ったと発表。 

４．外政 

▼２４日、レアンカ副首相兼外務欧州統合相のＥＵ「東
方パートナーシップ」外相会合参加（於：ポーランド） 
・２６日、レアンカ副首相兼外務欧州統合相は、同会合では

モルドバの欧州標準の導入における前進及びＥＵ加盟方針

が改めて注目され、欧州のパートナーはかつてないほど対

モルドバ支援に関心を示していると総括。 

▼２７日、レアンカ副首相兼外務欧州統合相のロシア
訪問 
・２７日、レアンカ副首相兼外務欧州統合相は、モルドバ政

府が戦略的パートナーシップを目標とした互恵的な対露関

係の構築を望んでいると発言。 
▼その他 
・２６日、レアンカ副首相兼外務欧州統合相は、新モルドバ

大使１４名のうち、赴任国からアグレマンを付与されたのは６

名であり、残りはアグレマン付与を待っている状態と発表。 

５．防衛 

▼ドミニク参謀総長兼軍司令官の任命 

・２６日、モルドバ政府は、ドミニク参謀総長兼軍司令官任命

の大統領令案を承認。 

 

※本週報ではモルドバの首都名「キシニョフ」（ロシア語読み）を暫定的に「キシナウ」（モルドバ語読み）と標記しています。 

（了） 


